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平成２８年度 事 業 報 告 書 

 

建設技術センターは、公正性、中立性、守秘性を有する県並びに市町村の発注者支

援機関として、建設技術の向上と建設事業の効率的な推進を支援するとともに、下水

道事業に係る維持管理の支援等を行うことにより、良質な社会資本の整備並びに生活

環境の向上及び公共用水域の水質保全に寄与し、広く県民の福祉の増進を図ることを

目的として、次の事業を実施した。 

まず公益目的事業として、建設技術者の技術力向上、普及啓発・情報提供及び発注

者等への技術・活動支援を行う事業、並びに流域下水道施設の維持管理及び下水道の

普及啓発等を行う事業をそれぞれ実施した。 

収益事業として、社会資本整備に関する発注関係事務等の支援並びに建設情報シス

テム等の管理運営支援を行う事業を実施した。なかでも、社会資本老朽化対策の推進

や吉野川流域等をはじめとした災害復旧事業に係る支援を積極的に展開した。また、

橋梁等点検・診断業務を契機として、市町村との連携がさらに深まり、多様な支援要

請が増加した。 

 

 

１ 建設技術者の技術力向上及び発注者等への技術支援事業（公益目的事業） 

 

（１）建設技術者の技術力向上及び普及啓発・情報提供事業 

 

① 県、市町村等技術職員研修業務 
 

ア 集合研修の実施 

県、市町村職員等、建設技術者を対象に、技術力向上を図るため、建設技術

を取り巻く諸課題に対応する各種研修を実施した。また、新たに、市町村建設

技術出前研修を実施し個別の課題に対応した。 

合計で、９講座、延べ 937 人が受講した。内訳は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

種 別 講座数 受講者数(延べ人) 

基 礎 ５ ３５５ 

専 門 ３ ４８２ 

資 格 １ １００ 

合 計 ９ ９３７ 
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イ 市町村技術職員の派遣研修支援 

市町村技術職員の技術力向上に資するため、市町村に対し、公的機関主催の

技術研修に職員を派遣する費用の一部を助成した。 

概要は、次のとおりである。 
 

 

 

 

 

 

 

ウ 地域振興技術研修 

行政側技術者との技術連携・情報交換により、地域の抱える問題解決のため

の技術支援を行うとともに、この地域貢献を通して相互の資質向上を図るため、

総合支庁に計３名を派遣した。 

 

② 建設技術の普及啓発・情報提供業務 

   将来の建設業を担う人材の育成に資するため、普及啓発・情報発信に関する支

援を行った。 

また、県、市町村職員等を対象に、技術知見の拡大を図るための事例発表会を

実施した。 

概要は、次のとおりである。 

 

※ 建設技術者の技術力向上及び普及啓発・情報提供事業の詳細は、附属明細書１「建設技術

者の技術力向上及び普及啓発・情報提供事業の概要」のとおり 

 

（２）発注者・ボランティア団体等への技術・活動支援事業 

 

① 技術相談・助言業務 

発注者への技術支援として、特に技術職員が不足している市町村を中心に、技

派遣先機関 支援自治体数 延べ日数（日)

日本下水道事業団 ２(２人) １０ 

(一財)全国建設研修センター ２(２人) ９ 

合 計 ４(４人) １９ 

種   別 参画内容 参加者(人) 

山形県高等学校サーベイコンテスト 実行委員会の構成員 ６７ 

ハイスクール世界サミットin福島 高校生の派遣費用助成 ９４ 

建設業務事例発表会 県共催 １８５ 

合 計  ３４６ 
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術相談・助言業務を行った。 

具体的事例として、村山市立楯岡小学校建設工事の総合評価落札方式への助言、

三川町複合施設の基本設計業務委託に係るプロポーザル方式の審査委員としての

参画、朝日町放課後児童クラブ整備に関する設計業務の支援などを実施した。 

種別ごとの件数及び内容については、次のとおりである。 
 
 

相談種別 件 数 主 な 相 談 内 容 

設計計画関係 ８件 三川町：複合公共施設事業計画に関する技術相談など 

設計積算関係 １１件 大江町：橋梁補修工事の単価決定に関する技術相談など 

技術研修関係 １件 三川町：技術研修会の開催に関する技術支援の相談 

合 計 ２０件  

 

② 災害復旧初期支援業務 

発災初期の迅速・的確な復旧対応に資するため、被災市町村の要請に対して、あ

らかじめ登録している県技術職ＯＢの災害復旧支援エンジニアを派遣し支援活動を

実施する体制を構築している。登録者数は、平成２８年度末で２３名である。 

平成２８年度業務活動としては、災害復旧支援エンジニアの新規登録者の登録証

の交付式及び災害復旧に関する技術講習会等を実施した。 

平成２８年８月２１日から２４日に発生した台風９号により被災した、檜ノ沢

橋（大石田町）及び大持橋（舟形町）の道路橋管理者より災害復旧支援エンジニア

の派遣要請があり、災害復旧業務の初期支援を行った。この主な内容については、

次のとおりである。 
 

支援箇所 派遣日 人数 主な支援業務内容 

檜ノ沢橋 

(大石田町) 
９月２日 ２名 

被災状況の確認・災害申請の手順について助言 

災害復旧進め方・留意事項について助言 

大持橋 

(舟形町) 
９月５日 ２名 

被災状況の確認・災害申請の手順について助言 

災害復旧進め方・留意事項について助言 

合 計  ４名  

 

③ 災害関連ボランティア支援業務 

県内の災害復旧支援体制を強化し、広く地域住民の安全安心に寄与することを

目的として、山形県砂防ボランティア協会が行う土砂災害防止活動等に対し経費

支援を行った。 
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２ 下水道施設維持関連事業（公益目的事業） 

 

（１）流域下水道施設の維持管理業務 

最上川流域下水道山形処理区、村山処理区及び置賜処理区並びに最上川下流流

域下水道庄内処理区の４処理区の施設・設備に関する維持管理業務の状況は次の

とおりである。 

 

① 施設・設備の維持管理 

各処理区に存する施設・設備（浄化センター、中継ポンプ場、幹線流量計及び

マンホールポンプ）については、委託した民間事業者の保守点検や運転操作等に

ついて指導や助言をするとともに、機械設備や電気設備等については、保守点検

基準、定期点検計画等を作成し、必要に応じて保守点検整備や修繕等を行いなが

ら、施設の良好な維持管理に努めた。 
 

※詳細は、附属明細書２「施設・設備の維持管理に係る契約概要」のとおり 

 

② 水質の管理 

浄化センター等での流入水量の測定、流入水や放流水の水質分析、汚泥及び発生

ガスの分析を行い、公共用水域の保全のために良好な水質の管理に努めた。 

なお、平成２８年度の流入水量は、前年度と比較すると３.３％増の 

４２,１９７千 になっており、各浄化センターの状況については次のとおりであ

る。 

また、放流水の水質については、ＢＯＤ値が各浄化センターとも法定基準   

（１５mｇ／ 以下）を満たしている状況となっている。 

（平成29年3月31日現在） 

区  分 山 形 村 山 置 賜 庄 内 合  計 

流入水量  (千 ) 25,108 8,156 5,086 3,847 42,197

対前年度比 (％) 104.2 102.7 101.7 101.6 103.3

ＢＯＤ水質 (㎎/ ) 
流入水→放流水 151→3.1 159→2.2 180→2.4 231→3.9 

各測定時 
の平均値 

 

③ 汚泥処理処分 

汚泥の処分に当たっては、コンポスト原料として堆肥化施設への搬出に加えて、

固形燃料の資材として脱水汚泥燃料化施設への搬出を行うほか、再生路盤材等の

建設資材として利用することにより資源化率の向上に努めるとともに、減量化の
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ための焼却施設への搬出も行った。なお、残りは最終処分場に搬出して埋め立て

処分を行った。 

この結果、平成２８年度の汚泥処分状況は次のとおりであり、前年度と比較し

て０.８％増の２３,４１６ｔとなっており、そのうち資源化率は８５.５％であっ

た。 

                                                    （平成29年3月31日現在） 

※詳細は、附属明細書３「汚泥処分に係る契約概要」のとおり 

 

④ 緊急時の対応 

１０月１８日（火）、県が策定した山形県流域下水道業務継続計画（ＢＣＰ）に基

づく防災訓練に参加するとともに、当センターの災害対策要綱及び緊急時対応マニュ

アルに基づき、４処理区で情報伝達訓練を行った。 

 

⑤ 東日本大震災に伴う対応 

平成２３年３月に発生した東日本大震災並びに福島第１原子力発電所事故に伴

う措置として、平成２８年度も下水汚泥に含まれる放射性物質の測定を１回実施

した。     

これまでの測定結果は、肥料原料への再利用や埋め立て処分可能な基準以下で

ある。 

区   分 山 形 村 山 置 賜 庄 内 合  計 

汚 泥 搬 出 量 （ｔ）   ① 9,456 7,050 3,645 3,265 23,416

対 前 年 度 比 （％） 102.7 101.3 96.0 100.3 100.8

処

分

方

法 

資 

源 

化 

コンポスト化 （ｔ） 2,287 4,489 967 2,494 10,237

固 形 燃 料 化 （ｔ） 5,413 1,312 1,541 393 8,659

建設資材利用 （ｔ） 288 285 556 1,129

小  計 （ｔ）    ② 7,988 6,086 3,064 2,887 20,025

割合 (%)    ②／① 84.5 86.4 84.0 88.4 85.5

減量化（焼却・固化）(t) ③ 480 285 765

 割合 （％)   ③／ ① 5.1 4.0 3.3

埋   立 （ｔ）       ④ 988 678 582 378 2,626

 割合（％） ④／ ① 10.4 9.6 16.0 11.6 11.2
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（単位：ベクレル／kg） 

区 分 採取日 
測 定 値 

ヨウ素 セシウム 

山 形 

7月27日 

40 6 

村 山 63 2 

置 賜 不検出 2 

庄 内 不検出 不検出 

注）セシウムは、セシウム134とセシウム137の合計値 

 

⑥ 消化ガス発電 

山形浄化センターにおいて、平成２６年３月までに出力３００ｋｗ（２５ｋｗ  

１２台）の消化ガス発電設備が完成し発電を行っている。ほかに稼働していたヤ

ンマーエネルギー株式会社の試験機（出力２７５ｋｗ）は、１１月２８日に発電

を停止し、１２月１８日に撤去された。 

平成２８年度においては、この消化ガス発電によって、同浄化センターで使用

する電力量の約４２％を占める３,４３１千ｋｗｈが賄えられ、年間約５,３００

万円の電気料金の節減が図られた。 

 

（２）下水道知識の普及啓発業務 

県民の下水道に関する意識啓発を図るため、山形県、流域下水道関連市町等と

連携しながら次の事業を行った。 

 

① 施設見学者の受入れ 

小学生や地域住民の方々等の施設見学者を積極的に受け入れ、下水道の仕組み

や施設の状況を説明するとともに、施設を案内して下水道事業に関する普及啓発

活動を行った。なお、平成２８年度の施設見学者は、４浄化センター合計で４２

団体、１,２４７名となっている。 

 

② 夏休み親子下水道教室の開催 

下水道の仕組みや働きについて理解してもらうことを目的に、小学生と保護者

等を対象とした「夏休み親子下水道教室」を８月上旬に４浄化センターで開催し、

１５８名（児童９２名、保護者等６６名）の参加を得た。 

 

③ 「下水道の日」キャンペーンへの参加 

１０月１日（土）にイオンモール三川において、山形県などと「下水道の日キ

ャンペーン」を実施し、参加者へのＰＲ資料の配布、下水道の仕組みや大切さを

説明するなどの普及啓発活動を行った。 
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（３）下水道施設の維持管理に関する調査研究業務 

村山浄化センターでは、夏場、既存設備の散気装置での圧力損失が大きく、運

用上支障が生じていたことから、更新する設備の検討において課題解決に取り組

み、空気管にプレフィルターを設置するなどの対策を講じた。 

 

（４）下水道技術者研修 

下水道事業従事者の知識、技術の向上を図ることを目的に、流域下水道関連市

町職員等を対象に次の事業を実施した。 

 

① 市町村下水道担当職員研修会 

ア 開 催 日  平成２８年５月１６日（月） 

イ 参加人数  ４１名 

ウ 研修内容  

「下水道管路及びマンホールの維持管理」と題し、日本下水道管路管理業協

会東北支部山形県部会菅井誠氏の講演とともに、山形浄化センター内の管路を

利用して、ＴＶカメラ調査の実演を行った。 

 

② 県・市町村下水道担当職員視察研修会 

ア 開催日  平成２８年１０月１９日（水） 

イ 参加人数  ２１名 

ウ 視察先及び視察内容  

鶴岡浄化センターの処理施設・鶴岡バイオガスパワー、（株）エルデック北

港事業所の廃棄物リサイクル施設を視察し、消化ガス発電と汚泥の有効活用に

ついて研修を行った。 

 

 

３ 積算・工事監理等発注者支援事業（収益事業） 

 

（１）公共工事に関する積算・工事監理等支援業務 

   受託先別に見ると、県土整備部及び総合支庁建設部関係では、国補正予算関係

及び平成２８年発生集中豪雨災害関係で７６百万円程度の業務を受託しており、

通常分と合わせて前年度比で３割程度増加し、４１６件、 

４８１,２４８,７５１円受託した。 

   市町村関係では、橋梁災害関係で３市町から３０百万円程度の業務を受託して

おり、通常業務と合わせて前年度比で６割程度増加し、６６件、 

- 7 -



１１５,２５５,４４０円受託した。 

業務別に見ると、工事監理業務は減少しているが、積算等業務は前年度比で４

割程度増加した。 

   市町村からの受託内容は、建築関係では、５市町の庁舎等の公共建築事業を積

極的に支援し、土木関係では、２３市町村から橋梁補修、下水道及び中学校改築

事業等の積算、工事監理業務を受託した。 

 

（２）社会資本の老朽化対策等の総合支援業務 

   道路橋・トンネルの定期点検及び道路施設総点検を協定方式の地域一括発注で

実施した。参加市町村が１９から２５に増え、受託額でも前年度比で５割増加し、

３６件、１９６,２２５,２００円受託した。 

点検を実施した道路施設の内訳は、道路橋定期点検１,０７６橋、トンネル定期

点検１箇所、道路施設総点検１式（標識・照明灯３３８基、のり面・構造物 

１４６箇所、路面性状１８ｋｍ）で、その結果は、概ね健全であったが、数箇所

程度緊急措置段階の道路橋があった。 

 

（３）災害復旧支援業務 

県関係では、吉野川・織機川の災害復旧等事業について重点的に支援を行い、

市町村関係では、平成２８年８月の豪雨で被災した尾花沢市、大石田町及び舟形

町の橋梁災害復旧事業に対し、初期段階から支援を行った。 

 

（４）積算システム支援業務 

   県の土木積算システムについて、積算基準データの改定等を引き続き実施した。 

 

（５）道路施設管理に関するシステムの構築及び建設副産物等有効利用支援業務 

従来の道路施設台帳システムに代えて、平成２９年４月運用開始に向けて進め

ていた山形県道路施設管理システムの開発が完成した。また、県や東北大学イン

フラマネジメント研究センターと共に開発を進めていた山形県道路橋梁メンテナ

ンス統合データベースシステム（ＤＢＭＹ）について、平成２９年６月からの本

格運用を予定している。 

建設副産物等有効利用支援業務については、建設副産物の受入・提供に係るデ

ータ管理の支援を引き続き実施した。 

 

（６）建設工事元請下請関係適正化指導支援業務 

   県発注工事の元請下請関係の契約・支払・施工体制について、県担当者ととも

に、９月～１２月までの間、５０件、１３９業者を調査した。その結果、書類の

一部に軽微な誤記があったが、概ね適切な契約状況であった。 
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   この調査指導により、元請と下請の公正かつ透明な取引の実現を支援した。 

 

（７）総合評価落札方式支援業務 

   支援依頼がないため、実施しなかった。 

 

（８）詳細な受託金額は、次のとおりである。 
 （単位：千円）

県土整備部及び
総合支庁建設部 447,273 53.7% 12,296 1.5% 21,680 2.6% 481,249 57.7%

県土整備部以外
の他部局

33,763 4.1% 6,977 0.8% 40,740 4.9%

県内市町村 101,307 12.2% 13,948 1.7% 196,225 23.5% 311,480 37.4%

合　計 582,343 69.9% 33,221 4.0% 21,680 2.6% 196,225 23.5% 833,469 100.0%

県土整備部及び
総合支庁建設部

336,968 56.0% 8,319 1.4% 22,124 3.7% 367,411 61.0%

県土整備部以外
の他部局

17,729 2.9% 15,082 2.5% 32,811 5.5%

県内市町村 52,698 8.8% 17,919 3.0% 131,111 21.8% 201,728 33.5%

合　計 407,395 67.7% 41,320 6.9% 22,124 3.7% 131,111 21.8% 601,950 100.0%

県土整備部及び
総合支庁建設部

110,305 132.7% 3,977 147.8% △ 444 98.0% 0 113,838 131.0%

県土整備部以外
の他部局

16,034 190.4% △ 8,105 46.3% 0 0 7,929 124.2%

県内市町村 48,609 192.2% △ 3,971 77.8% 0 65,114 149.7% 109,752 154.4%

合　計 174,948 142.9% △ 8,099 80.4% △ 444 98.0% 65,114 149.7% 231,519 138.5%

受
託
先
別

工事監理
土木積算ｼｽﾃﾑ
基準改訂、11
建設副産物等

地域一括発注
(定期点検､総点検)

平成２８年度 受託事業別

割合合  計
積算等

(災害関係を含む)

平成２７年度 受託事業別

積算等
(災害関係を含む)

工事監理
土木積算ｼｽﾃﾑ
基準改訂、11
建設副産物等

地域一括発注
(定期点検､総点検)

合  計 割合

受
託
先
別

受
託
先
別

平成２８年度と平成２７年度の対比 ： 受託事業別（増減及び比率）

積算等
(災害関係を含む)

工事監理
土木積算ｼｽﾃﾑ
基準改訂、11
建設副産物等

地域一括発注
(定期点検､総点検)

増  減 比率
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４ 職員の研修 

 

技術職員を対象に、ミス防止に関する内部研修を実施するとともに、ベテラン職

員の活躍の場の拡大推進等のため、これまでの仕事の仕方等を振り返り自己改善・

行動革新等の意識向上を醸成する生涯現役エキスパート研修を実施した。 

また、建設技術のニーズに則した研修や技術資格取得のための講習に派遣し、職

員個々のスキルアップを図った。 

合計で、49 講座、延べ 214 人が受講した。内訳は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

なお、当該年度に取得した技術資格は、技術士（上下水道部門）１名及び技術士

補（建設部門）３名である。 

 

 

 

５ 庶務の概要 

 

（１）理事会、評議員会及び評議員選定委員会の開催状況 

① 理事会に関する事項 

会議名 開催月日 開催場所 会議の主な内容 

理事会 H28.4.14 決議の省略 

理事会の決議があったものとみなされた事項の
内容 
(1) 評議員会の決議の省略を行うことの決定に

ついて 
(2) 評議員候補者の選任について 
(3) 評議員選定委員会の開催日時及び場所の決定

について 
(4) 理事候補者の選任について 
(5) 評議員選定委員会委員の選任について 

研 修 種 別 講座数 受講者数(延べ人)

技術職員内部研修 ２ ７８ 

生涯現役エキスパート研修 １ １３ 

講習等への派遣 ４６ １２３ 

 

(一財)全国建設研修センター （４） （７） 

山形県 （１６） （６０） 

各種団体等 （２６） （５６） 

合 計 ４９ ２１４ 
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会議名 開催月日 開催場所 会議の主な内容 

理事会 
（通常） 

H28.5.31 緑町会館 

決議事項 
(1) 平成27年度収支予算書の訂正について 
(2) 平成27年度事業報告及び収支決算について 
(3) 評議員選定委員会委員の選任について 
(4) 第４回評議員会の日時及び場所並びに議事

に付すべき事項について 
報告事項 
(1) 第６回評議員選定委員会の結果について 
(2) 理事長及び常務理事の職務執行状況につい

て 
(3) 平成27年度資金の運用状況について 
(4) 中期経営計画の改定に向けた検討について 

理事会 
（臨時） 

H28.6.28 緑町会館 
決議事項 
(1) 評議員選定委員会委員の選任について 

理事会 
（通常） 

H29.3.21 緑町会館 

決議事項 
(1) 組織規程の一部改正について 
(2) 事務代決及び専決に関する規程の一部改正に

ついて 
(3) 文書管理規程の一部改正について 
(4) 就業規則の一部改正について 
(5) 職員退職手当支給規程の一部改正について 
(6) 育児･介護休業等に関する規程の一部改正に
ついて 

(7) 役員及び評議員の報酬等の額の改定を遡及適
用する場合の取扱いの制定について 

(8) 平成29年度事業計画について 
(9) 平成29年度収支予算について 
(10) 平成29年度資金調達及び設備投資の見込み

について 
(11) 建設技術支援事業資金の取崩しについて 
(12) 評議員会の決議の省略を行うことの決定に

ついて 
(13) 重要な使用人の選定について 
報告事項 
(1) 理事長及び常務理事の職務執行状況について
(2) 平成28年度収支決算見込みについて 
(3) 社会資本データベースの稼動について 
(4) 中期経営計画の改定について 
(5) 職員の新規採用について 

 

② 評議員会に関する事項 

会議名 開催月日 開催場所 会議の主な内容 

評議員会 H28.4.14 決議の省略 

評議員会の決議があったものとみなされた事項
の内容 
(1) 評議員候補者の選任について 
(2) 理事の選任について 
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会議名 開催月日 開催場所 会議の主な内容 

評議員会 
（定時） 

H28.6.28 緑町会館 

決議事項 
(1) 平成27年度収支決算について 
(2) 評議員選定委員会委員として評議員会が推

薦する委員について 
報告事項 
(1) 平成28年度事業計画及び収支予算について 
(2) 平成27年度事業報告について 
(3) 中期経営計画の改定に向けた検討について 

評議員会 H29.3.31 決議の省略

評議員会の決議があったものとみなされた事項
の内容 
(1) 評議員候補者の選任について 
(2) 理事の選任について 
(3) 監事の選任について 

 

③ 評議員選定委員会に関する事項 

会議名 開催月日 開催場所 会議の主な内容 

評議員選定 
委員会 

H28.4.21 緑町会館 

決議事項 
(1) 評議員の選任について 
説明事項 
(1) 平成28年度事業計画 
(2) 平成28年度収支予算 
(3) 平成28年度資金調達及び設備投資の見込み 

 

 

（２）組織の状況（H29.3.31現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
評議員会(10名) 

監事(2名) 

理事会(8名) 

理事長(1名) 

常務理事(2名) 

理事（常勤）(1名) 

理事（非常勤）(4名) 
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総務企画部 
総 務 課 

企画研修課 

業 務 部 

業務第一課 

業務第二課 

業務第三課 

庄内事務所 

地域支援部 

建 築 課 

地域支援課 

社 会 資 本

メンテナンス課

庶 務 課 

維持管理課 
下水道事業所 

契
技術職員 事務職員 計 

10 2 12

27 27

13 13

8 3 11

58 5 63職員数の計

事務局の組織 
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附属明細書１

１　県、市町村等技術職員研修業務

　対象者：県及び市町村職員

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

『ＥＥ東北見学』　

『体験型土木構造物実習施設研修』　

（２）【基礎】土木設計演習研修（道路災害復旧編）（県土整備部共催）

　対象者：県及び市町村職員

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

28.8.9 山形市 設計積算演習

　道路設計～図面作成～数量計算～積算

（３）【基礎】建設マネジメント研修Ⅰ（基礎編）（県土整備部共催）

　対象者：県及び市町村職員

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

 1)資材単価等決定要領と建設リサイクル 県土整備部建設企画課職員

  について

 2)山形県公共工事コスト構造改善取組指 県土整備部建設企画課職員

  針について

 3)電子納品・電子閲覧について 県土整備部建設企画課職員

 4)建設工事の検査について 会計局工事検査課職員

 5)工事監督業務について 県土整備部建設企画課職員

 6)工事監理の基本的ポイントについて (公財)山形県建設技術センター職員

 7)工事の提出書類について (公財)山形県建設技術センター職員

 8)積算に関するポイントについて (公財)山形県建設技術センター職員

＊研修名を設計積算・エラーチェク研修から建設マネジメント研修に変更し、内容を基礎と応用に分割した。

（４）【基礎】市町村建設技術出前研修（建設技術センター主催）

　対象者：町職員及び土木関係業界技術者

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

 1)建設業法の概要と関連する工事監理提 (公財)山形県建設技術センター職員

　出書類について

 2)工事検査について (公財)山形県建設技術センター職員

 3)工事監理の基本的ポイントについて (公財)山形県建設技術センター職員

28.6.1 24名 

宮城県

仙台市
多賀城

市

140名 

60名 

21名 

28.6.24

大石田
町

建設技術者の技術力向上及び普及啓発・情報提供事業の概要

東北地方整備局東北技術事務所
職員

(公財)山形県建設技術センター職員

（１）【基礎】ＥＥ東北見学及び体験型土木構造物実習施設研修（県土整備部共催）

28.4.26

山形市
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（５）【基礎】建設技術基礎研修（建設技術センター主催）

　対象者：県及び市町村職員

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

「山形県の地質と地形の見方・考え方」

 1)山形県の大地の成り立ち 山形大学名誉教授
～地質図の見方・考え方について～

 2)山形県の地形の特性と防災図の見方・ 山形大学名誉教授
　考え方

 3)地質・地形に深く関係する防災・公共
　事業について

　①土砂災害警戒区域の指定と防災対策
   について

　②山形県における水防災意識社会構築 県土整備部河川課職員
   の取組について

　③施工管理のための土質に関する基礎 (公財)山形県建設技術センター職員

   知識について

（６）【専門】建設マネジメント研修Ⅱ（応用編）（県土整備部共催）

　対象者：県及び市町村職員

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

 1)技術職員を取り巻く現状と取組について 県土整備部建設企画課職員

 2)設計成果品のエラーチェックのポイント

 3)建設工事の検査について 会計局工事検査課職員

 4)積算基準の改定 県土整備部建設企画課職員

 5)ｉ-Constructionの概要説明 県土整備部建設企画課職員

 6)工事監督業務における留意事項及び 県土整備部建設企画課職員

　情報共有システムについて

 7)積算照査のポイントと演習 (公財)山形県建設技術センター職員

＊研修名を設計積算・エラーチェク研修から建設マネジメント研修に変更し、内容を基礎と応用に分割した。

（７）【専門】橋梁長寿命化総合研修（点検編）（県土整備部共催）

　対象者：県、市町村職員及び土木関係業界技術者等

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

山形会場

 1)山形県の道路メンテナンスの取組について 県土整備部道路保全課職員

 2)山形県橋梁点検要領について 県土整備部道路整備課職員

 3)道路橋の損傷等級の評価について (公財)山形県建設技術センター職員

 4)現地研修 東北地方整備局道路部職員

　一般国道13号　天童大橋 同局東北技術事務所職員

同局山形河川国道事務所職員

山形市
天童市

143名 

28.9.27

山形市

94名 

県土整備部砂防･災害対策課職員

(一社)建設コンサルタンツ協会
東北支部職員

山形市28.10.28

110名 
29.2.9
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寒河江会場

 1)山形県の道路メンテナンスの取組について 県土整備部道路保全課職員

 2)山形県橋梁点検要領について 県土整備部道路整備課職員

 3)道路橋の損傷等級の評価について (公財)山形県建設技術センター職員

 4)現地研修 東北地方整備局道路部職員

　一般国道112号　長崎大橋 同局東北技術事務所職員

同局山形河川国道事務所職員

合　計 198名 

（８）【専門】橋梁技術研修（鋼・ＰＣ橋）　（県土整備部・(一社)山形県測量設計業協会共催）

　対象者：県、市町村職員及び土木関係業界技術者等

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

座学

 1)ＰＣ橋の設計チェックポイントについて

 2)ＰＣ橋の施工上の留意点について

 3)橋梁付属物の補修方法について

 4)道路橋示方書の改定

　　 ～耐震設計について～

 5)鋼橋の補修、補強における設計・施工

　の留意点

 6)熊本地震橋梁被害調査報告

ＮＥＸＣＯ東日本工事現場

 1)白竜湖ＰＲ館

 2)東北中央自動車道　白竜大橋(鋼上部

　 工)工事

 3)東北中央自動車道　大洞トンネル工事

合　計 141名 

（９）【資格】エキスパート育成研修（県土整備部共催）

　対象者：県及び市町村職員

開催月日 場　所 研　　修　　内　　容 講　    師 参加者数

 1)土木施工管理技術Ⅰ（土木一般）

　※土工、コンクリート、基礎工

 2)土木施工管理技術Ⅱ（施工管理等）

　※施工計画、工程管理、品質管理等

29.2.21 山形市

(一社)日本橋梁建設協会東北事
務所保全委員会所属職員

28.10.28 南陽市

寒河江
市

中山町

(一社)ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業
協会東北支部技術部会所属職員

(一社)ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業
協会東北支部技術部会所属職員

(一社)日本橋梁建設協会東北事
務所保全委員会所属職員

104名 

東日本高速道路㈱東北支社山形
工事事務所職員

(公社)日本技術士会東北本部山
形県支部所属職員

(公社)日本技術士会東北本部山
形県支部所属職員

100名 

47名 

94名 28.10.27
(一社)ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業
協会東北支部技術部会所属職員

(一社)日本橋梁建設協会東北事
務所保全委員会所属職員

28.9.28

山形市
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２　普及啓発・情報提供業務

　建設業務事例発表会（県土整備部共催）

　対象者：県、市町村職員及び土木関係業界技術者等

開催月日 場　所 発    表　　内　　容 発   表   者 参加者数

 1)主要地方道米沢飯豊線スノーシェッド
　工事について

 2)ダム建設事業への取り組み
　 ～最上小国川流水型ダム～

 3)山形県ふるさとの川愛護活動支援事業の

　東南置賜管内における現状と課題

 4)未来へ続く道路
　 ～舗装を考える～

 5)中田通常砂防事業　～in houseを活用
　した課題解決について～

 6)航空レーザー測量を活用した法面調査 朝日町建設水道課職員
　について

 7)交通安全道路事業　主要地方道高畠川
　西線　～高畠中学校と自歩道～

 8)クルーズ船誘致に伴う船舶航行安全調
　査について

 9)最上川流域下水道(村山処理区)におけ
　る硫化水素対策について

10)熊野川通常砂防事業完了報告
　 ～地域から長く愛着をもって使ってもらうには～

11)特別講演（i-Constructionの概要） 県土整備部建設企画課職員
　 ～建設現場の生産性革命～

29.1.27 山形市

置賜総合支庁建設部道路計画課
職員

県土整備部空港港湾課港湾事務
所職員

村山総合支庁建設部北村山道路
計画課職員

村山総合支庁建設部西村山河川
砂防課職員

村山総合支庁建設部道路課職員

置賜総合支庁建設部河川砂防課
職員

置賜総合支庁建設部西置賜道路
計画課職員

185名 

庄内総合支庁建設部河川砂防課
職員

最上総合支庁建設部河川砂防課
職員
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附属明細書２

１　受託契約の概要

　契約の内容

２　委託契約等の概要

（１）運転管理業務の委託契約額（年額）

　

　区　　分

（２）保守点検整備業務等の委託契約（500万円以上）

　

　区　　分

（３）修繕工事の契約（500万円以上）

　

　区　　分

山　形

金額

件数

件数

222,480,000

そ の 他

1

7,020,000

件数

金額

修 繕 工 事

1

山　形
　　　　　　　 処　理　区

金額 53,460,000

金額

　　　　　　　 処　理　区

流 域 下 水 道 施 設
維 持 管 理 業 務

件数

7,348,320

1

置　賜

33,550,200

（単位：円）

156,060,000 113,962,140

1,752,523,309

契約金額 契約の相手方

山 形 県

594,879,660

計

　　（実績額）

区　分    　　　

機 械 設 備

（単位：円）

102,377,520

平成28年度　最上川流域・下流流域下水道施設維持管理
業務

（単位：件・円）

8

47,347,200 32,940,000 37,692,000 6,696,000 124,675,200

3 2

22,695,120

1

計庄　内山　形 村　山 置　賜

2

（単位：件・円）

電 気 設 備

　　　　　　　 処　理　区

4

8,179,920 64,425,240

2 1 1

1

村　山 置　賜 庄　内

3

施設・設備の維持管理に係る契約概要

7,020,000

村　山 計

5

庄　内

83,744,28022,935,960
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附属明細書３

件数 8 10 6 2 26

金額 161,352,000 122,472,000 64,152,000 60,264,000 408,240,000

件数 2 6 2 1 11

金額 46,656,000 87,480,000 19,440,000 52,488,000 206,064,000

件数 4 2 2 1 9

金額 108,864,000 29,160,000 33,048,000 7,776,000 178,848,000

件数 2 2 2 6

金額 5,832,000 5,832,000 11,664,000 23,328,000

件数 2 2 4

金額 9,720,000 5,832,000 15,552,000

件数 4 4 6 2 16

金額 19,360,000 13,552,000 11,616,000 8,176,000 52,704,000

件数 14 16 12 4 46

金額 190,432,000 141,856,000 75,768,000 68,440,000 476,496,000

汚泥処分に係る契約概要

固 形 燃 料 化

資 源 化

減 量 化
（焼却・固化）

埋 立

建 設 資 材
利 用

（単位：件・円）

　　　　浄化センター

計

コンポスト化

　　　　区　　分

計山　形 村　山 置　賜 庄　内
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平成28年度 収支決算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





平成２９年３月３１日現在
科          目 当 年 度 前 年 度 増    減

Ⅰ  資産の部

１．流動資産

小口現金 45,466 0 45,466 

普通預金 241,326,392 262,890,596 △ 21,564,204 

譲渡性預金 13,390,000 34,100,000 △ 20,710,000 

未収金 330,374,469 274,089,187 56,285,282 

前払金 281,260 125,260 156,000 

貯蔵品 1,824,479 1,936,874 △ 112,395 

流動資産合計 587,242,066 573,141,917 14,100,149 

２．固定資産

 (１) 基本財産

譲渡性預金 72,940,000 72,940,000 0 

基本財産合計 72,940,000 72,940,000 0 

 (２) 特定資産

退職給付引当資産 512,332,263 537,704,489 △ 25,372,226 

減価償却引当資産 96,049,251 89,486,631 6,562,620 

地域振興技術研修基金 173,700,000 197,900,000 △ 24,200,000 

建設技術支援事業資金 454,900,000 454,900,000 0 

事務所整備積立資金 32,000,000 32,000,000 0 

道路施設台帳システム整備資金 113,610,000 127,000,000 △ 13,390,000 

経営安定積立資産 475,000,000 475,000,000 0 

特定資産合計 1,857,591,514 1,913,991,120 △ 56,399,606 

 (３) その他固定資産

建  物 131,235,435 131,235,435 0 

構築物 8,789,415 8,789,415 0 

車両運搬具 14,375,123 14,375,123 0 

什器備品 32,196,345 32,196,345 0 

減価償却累計額 △ 96,049,251 △ 89,486,631 △ 6,562,620 

土  地 30,701,250 30,701,250 0 

ソフトウェア 24,588,090 11,016,000 13,572,090 

電話加入権 2,057,572 2,057,572 0 

敷  金 208,000 338,000 △ 130,000 

その他の固定資産合計 148,101,979 141,222,509 6,879,470 

固定資産合計 2,078,633,493 2,128,153,629 △ 49,520,136 
資産合計 2,665,875,559 2,701,295,546 △ 35,419,987 

Ⅱ  負債の部

１．流動負債

未払金 253,869,149 175,644,543 78,224,606 

未払消費税 19,302,300 4,018,200 15,284,100 

未払法人税等 172,000 172,000 0 

預り金 29,412,888 112,729,927 △ 83,317,039 

流動負債合計 302,756,337 292,564,670 10,191,667 

２．固定負債

退職給付引当金 512,332,263 537,704,489 △ 25,372,226 

固定負債合計 512,332,263 537,704,489 △ 25,372,226 

負債合計 815,088,600 830,269,159 △ 15,180,559 

Ⅲ  正味財産の部

１．指定正味財産 62,940,000 62,940,000 0 

（うち基本財産への充当額） (62,940,000) (62,940,000) ( 0)

指定正味財産合計 62,940,000 62,940,000 0 

２．一般正味財産 1,787,846,959 1,808,086,387 △ 20,239,428 

（うち基本財産への充当額） (10,000,000) (10,000,000) ( 0)

（うち特定資産への充当額） (1,345,259,251) (1,376,286,631) (△ 31,027,380)

正味財産合計 1,850,786,959 1,871,026,387 △ 20,239,428 
負債及び正味財産合計 2,665,875,559 2,701,295,546 △ 35,419,987 

貸   借   対   照   表

（単位：円）
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平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで
（単位：円）

行 科          目 当 年 度 前 年 度 増    減

① Ⅰ  一般正味財産増減の部

② １．経常増減の部

③ (１)経常収益

④ 基本財産運用益

⑤ 63,458 97,046 △ 33,588 

⑥ 特定資産運用益

⑦ 2,725,575 3,215,507 △ 489,932 

⑧

⑨ 2,585,992,460 2,291,561,937 294,430,523 

⑩ 220,000 180,065 39,935 

⑪

⑫ 33,744 144,267 △ 110,523 

⑬ 5,395,065 4,027,808 1,367,257 

⑭ 経常収益計 2,594,430,302 2,299,226,630 295,203,672 

⑮ (２)経常費用

⑯

⑰ 13,478,280 13,478,280 0 

⑱ 414,305,597 398,788,972 15,516,625 

⑲ 45,073,489 51,948,425 △ 6,874,936 

⑳ 24,961,957 24,477,118 484,839 

 73,936,605 70,025,336 3,911,269 

 2,790,083 850,464 1,939,619 

 43,905 202,990 △ 159,085 

 3,310,229 5,132,096 △ 1,821,867 

 8,014,735 8,095,704 △ 80,969 

 9,906,570 9,086,403 820,167 

 286,200 2,214,864 △ 1,928,664 

 39,224,484 41,415,843 △ 2,191,359 

 123,866,803 52,991,145 70,875,658 

 2,265,730 353,750 1,911,980 

 1,557,972 1,648,050 △ 90,078 

 239,819,821 256,383,193 △ 16,563,372 

 25,192,334 24,623,828 568,506 

 2,603,925 2,930,399 △ 326,474 

 2,310,202 2,257,900 52,302 

 129,600 902,880 △ 773,280 

 709,748 766,404 △ 56,656 

 45,447,700 34,462,000 10,985,700 

 2,257,700 3,434,192 △ 1,176,492 

臨時雇賃金

法定福利費

雑収益          ⑫ ＋ ⑬

正 味 財 産 増 減 計 算 書

基本財産受取利息

特定資産受取利息

受託事業収益

事業収益        ⑨ ＋ ⑩

保険料

広告費

諸謝金

消耗品費

協賛事業収益

受取利息

雑収益

通信運搬費

減価償却費

退職給付費用

旅費交通費

役員報酬

消耗什器備品費

燃料費

光熱水料費

賃借料

手数料

租税公課

支払負担金

事業費          ⑰ ～  

給料手当

印刷製本費

修繕費

福利厚生費

会議費
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科          目 当 年 度 前 年 度 増    減 行

1,518,970,758 1,426,960,213 92,010,545  

47,130 68,934 △ 21,804  

 

2,562,120 2,572,920 △ 10,800  

4,172,613 3,053,921 1,118,692  

906,514 893,560 12,954  

1,096,628 932,211 164,417  

211,807 176,518 35,289  

112,752 190,725 △ 77,973  

714,198 484,734 229,464  

71,715 112,263 △ 40,548  

300,681 280,956 19,725 51

0 28,296 △ 28,296 52

1,225,584 1,251,005 △ 25,421 53

47,621 83,961 △ 36,340 54

1,427,200 987,200 440,000 55

1,136,740 1,201,712 △ 64,972 56

0 63,255 △ 63,255 57

2,614,497,730 2,445,812,620 168,685,110 58

△ 20,067,428 △ 146,585,990 126,518,562 59

２．経常外増減の部 60

(１)経常外収益 61

雑収益 0 4,326,300 △ 4,326,300 62

経常外収益計 0 4,326,300 △ 4,326,300 63

(２)経常外費用 64

固定資産売却（除却）損 65

0 6 △ 6 66

経常外費用計 0 6 △ 6 67

0 4,326,294 △ 4,326,294 68

△ 20,067,428 △ 142,259,696 122,192,268 69

法人税及び法人住民税 172,000 172,000 0 70

△ 20,239,428 △ 142,431,696 122,192,268 71

1,808,086,387 1,950,518,083 △ 142,431,696 72

1,787,846,959 1,808,086,387 △ 20,239,428 73

74

Ⅱ  指定正味財産増減の部 75

0 0 0 76

62,940,000 62,940,000 0 77

62,940,000 62,940,000 0 78

79

1,850,786,959 1,871,026,387 △ 20,239,428 80Ⅲ  正味財産期末残高         73 ＋ 78

    経常費用計          ⑰ ～ 57

給料手当

委託費

雑費

役員報酬

管理費            ～ 57

当期経常増減額      ⑭ － 58

消耗品費

印刷製本費

臨時雇賃金

法定福利費

福利厚生費

会議費

旅費交通費

税引前当期一般正味財産増減額 59 ＋ 68

通信運搬費

賃借料

手数料

支払負担金　

什器備品除却損

雑費

諸謝金

当期経常外増減額      63 － 67

指定正味財産期末残高     76 ＋ 77

当期一般正味財産増減額   69 － 70

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高     71 ＋ 72

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高
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8
,
4
7
2
,
8
6
6

8
3
,
3
0
0
,
0
2
3

3
3
1
,
0
0
5
,
5
7
4

4
1
4
,
3
0
5
,
5
9
7

⑱

退
職

給
付

費
用

2
,
7
9
7
,
0
0
0

2
,
7
9
7
,
0
0
0

4
2
,
2
7
6
,
4
8
9

4
5
,
0
7
3
,
4
8
9

⑲

臨
時

雇
賃

金
6
6
3
,
5
8
7

2
,
2
5
6
,
0
0
0

2
,
9
1
9
,
5
8
7

2
2
,
0
4
2
,
3
7
0

2
4
,
9
6
1
,
9
5
7

⑳

法
定

福
利

費
4
,
4
6
1
,
1
1
1

9
,
7
6
0
,
0
6
3

1
4
,
2
2
1
,
1
7
4

5
9
,
7
1
5
,
4
3
1

7
3
,
9
3
6
,
6
0
5

 

福
利

厚
生

費
2
9
,
2
1
4

2
2
2
,
2
4
4

2
5
1
,
4
5
8

2
,
5
3
8
,
6
2
5

2
,
7
9
0
,
0
8
3

 

会
議

費
3
8
,
1
0
5

3
8
,
1
0
5

5
,
8
0
0

4
3
,
9
0
5

 

旅
費

交
通

費
2
1
4
,
4
3
2

7
2
0
,
6
3
8

9
3
5
,
0
7
0

2
,
3
7
5
,
1
5
9

3
,
3
1
0
,
2
2
9

 

通
信

運
搬

費
5
0
,
8
9
5

6
,
1
6
9
,
9
8
2

6
,
2
2
0
,
8
7
7

1
,
7
9
3
,
8
5
8

8
,
0
1
4
,
7
3
5

 

減
価

償
却

費
0

9
,
9
0
6
,
5
7
0

9
,
9
0
6
,
5
7
0

 

消
耗

什
器

備
品

費
1
6
0
,
9
2
0

1
6
0
,
9
2
0

1
2
5
,
2
8
0

2
8
6
,
2
0
0

 

消
耗

品
費

6
1
1
,
6
8
7

1
4
,
2
2
4
,
3
9
6

1
4
,
8
3
6
,
0
8
3

2
4
,
3
8
8
,
4
0
1

3
9
,
2
2
4
,
4
8
4

 行 番 号

事
業

収
益

 
 
 
 
 
 
 
 
⑨

 
＋

 
⑩

雑
収

益
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑫

 
＋

 
⑬

事
業

費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑰

 
～

 
 

合
計

科
 
 
 
 
 
目

公
益

目
的

事
業

会
計

法
人

会
計

小
計

正
味

財
産

増
減

計
算

書
内

訳
表

平
成

 
2
8
 
年

 
4
 
月

 
1
 
日

か
ら

平
成

 
2
9
 
年

 
3
 
月

 
3
1
 
日

ま
で
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(
単

位
：

円
）

収
益

事
業

等
会

計

公
１

公
２

収
１

技
術

力
向

上
・

技
術

支
援

事
業

流
域

下
水

道
の

維
持

管
理

事
業

発
注

関
係

事
務

等
の

支
援

事
業

行 番 号
合

計
科

 
 
 
 
 
目

公
益

目
的

事
業

会
計

法
人

会
計

小
計

正
味

財
産

増
減

計
算

書
内

訳
表

平
成

 
2
8
 
年

 
4
 
月

 
1
 
日

か
ら

平
成

 
2
9
 
年

 
3
 
月

 
3
1
 
日

ま
で

修
繕

費
1
2
2
,
7
6
2
,
2
2
2

1
2
2
,
7
6
2
,
2
2
2

1
,
1
0
4
,
5
8
1

1
2
3
,
8
6
6
,
8
0
3

 

印
刷

製
本

費
1
,
5
2
8
,
9
8
1

1
7
7
,
3
0
9

1
,
7
0
6
,
2
9
0

5
5
9
,
4
4
0

2
,
2
6
5
,
7
3
0

 

燃
料

費
3
8
8
,
4
4
6

3
8
8
,
4
4
6

1
,
1
6
9
,
5
2
6

1
,
5
5
7
,
9
7
2

 

光
熱

水
料

費
2
3
8
,
4
8
3
,
3
8
7

2
3
8
,
4
8
3
,
3
8
7

1
,
3
3
6
,
4
3
4

2
3
9
,
8
1
9
,
8
2
1

 

賃
借

料
2
6
3
,
9
0
0

2
9
2
,
1
7
0

5
5
6
,
0
7
0

2
4
,
6
3
6
,
2
6
4

2
5
,
1
9
2
,
3
3
4

 

手
数

料
9
,
3
2
4

3
4
4
,
9
8
8

3
5
4
,
3
1
2

2
,
2
4
9
,
6
1
3

2
,
6
0
3
,
9
2
5

 

保
険

料
1
4
1
,
0
5
0

1
9
4
,
3
9
2

3
3
5
,
4
4
2

1
,
9
7
4
,
7
6
0

2
,
3
1
0
,
2
0
2

 

広
告

費
0

1
2
9
,
6
0
0

1
2
9
,
6
0
0

 

諸
謝

金
8
3
,
0
8
3

8
3
,
0
8
3

6
2
6
,
6
6
5

7
0
9
,
7
4
8

 

租
税

公
課

6
,
0
6
4
,
3
0
0

6
,
0
6
4
,
3
0
0

3
9
,
3
8
3
,
4
0
0

4
5
,
4
4
7
,
7
0
0

 

支
払

負
担

金
　

4
8
8
,
0
0
0

1
6
9
,
0
0
0

6
5
7
,
0
0
0

1
,
6
0
0
,
7
0
0

2
,
2
5
7
,
7
0
0

 

委
託

費
1
,
2
8
8
,
8
8
3
,
4
9
8

1
,
2
8
8
,
8
8
3
,
4
9
8

2
3
0
,
0
8
7
,
2
6
0

1
,
5
1
8
,
9
7
0
,
7
5
8

 

雑
費

1
1
,
9
9
6

2
9
,
2
3
7

4
1
,
2
3
3

5
,
8
9
7

4
7
,
1
3
0

 

1
3
,
9
8
6
,
1
7
3

1
3
,
9
8
6
,
1
7
3

 

役
員

報
酬

2
,
5
6
2
,
1
2
0

2
,
5
6
2
,
1
2
0

 

給
料

手
当

4
,
1
7
2
,
6
1
3

4
,
1
7
2
,
6
1
3

 

臨
時

雇
賃

金
9
0
6
,
5
1
4

9
0
6
,
5
1
4

 

法
定

福
利

費
1
,
0
9
6
,
6
2
8

1
,
0
9
6
,
6
2
8

 

福
利

厚
生

費
2
1
1
,
8
0
7

2
1
1
,
8
0
7

 

会
議

費
1
1
2
,
7
5
2

1
1
2
,
7
5
2

 

旅
費

交
通

費
7
1
4
,
1
9
8

7
1
4
,
1
9
8

 

通
信

運
搬

費
7
1
,
7
1
5

7
1
,
7
1
5

 

消
耗

品
費

3
0
0
,
6
8
1

3
0
0
,
6
8
1

5
1

印
刷

製
本

費
0

5
2

賃
借

料
1
,
2
2
5
,
5
8
4

1
,
2
2
5
,
5
8
4

5
3

手
数

料
4
7
,
6
2
1

4
7
,
6
2
1

5
4

諸
謝

金
1
,
4
2
7
,
2
0
0

1
,
4
2
7
,
2
0
0

5
5

支
払

負
担

金
　

1
,
1
3
6
,
7
4
0

1
,
1
3
6
,
7
4
0

5
6

雑
費

0
5
7

管
理

費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
～

 
5
7
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(
単

位
：

円
）

収
益

事
業

等
会

計

公
１

公
２

収
１

技
術

力
向

上
・

技
術

支
援

事
業

流
域

下
水

道
の

維
持

管
理

事
業

発
注

関
係

事
務

等
の

支
援

事
業

行 番 号
合

計
科

 
 
 
 
 
目

公
益

目
的

事
業

会
計

法
人

会
計

小
計

正
味

財
産

増
減

計
算

書
内

訳
表

平
成

 
2
8
 
年

 
4
 
月

 
1
 
日

か
ら

平
成

 
2
9
 
年

 
3
 
月

 
3
1
 
日

ま
で

3
4
,
2
9
4
,
6
4
6

1
,
7
5
2
,
5
7
3
,
0
5
8

1
,
7
8
6
,
8
6
7
,
7
0
4

8
1
3
,
6
4
3
,
8
5
3

1
3
,
9
8
6
,
1
7
3

2
,
6
1
4
,
4
9
7
,
7
3
0

5
8

△
 
3
1
,
8
5
2
,
4
6
2

△
 
3
2
3
,
5
8
3

△
 
3
2
,
1
7
6
,
0
4
5

2
4
,
6
2
1
,
1
1
3

△
 
1
2
,
5
1
2
,
4
9
6

△
 
2
0
,
0
6
7
,
4
2
8

5
9

２
．

経
常

外
増

減
の

部
6
0

（
１

）
経

常
外

収
益

6
1

雑
収

益
0

0
6
2

経
常

外
収

益
計

0
0

0
0

0
0

6
3

（
２

）
経

常
外

費
用

6
4

0
0

0
0

0
0

6
5

什
器

備
品

除
却

損
0

0
6
6

経
常

外
費

用
計

0
0

0
0

0
0

6
7

0
0

0
0

0
0

6
8

1
0
,
1
2
2
,
5
7
1

1
0
,
1
2
2
,
5
7
1

△
 
2
2
,
6
3
5
,
0
6
7

1
2
,
5
1
2
,
4
9
6

0
6
9

△
 
2
1
,
7
2
9
,
8
9
1

△
 
3
2
3
,
5
8
3

△
 
2
2
,
0
5
3
,
4
7
4

1
,
9
8
6
,
0
4
6

0
△

 
2
0
,
0
6
7
,
4
2
8

7
0

法
人

税
及

び
法

人
住

民
税

1
7
2
,
0
0
0

1
7
2
,
0
0
0

7
1

△
 
2
1
,
7
2
9
,
8
9
1

△
 
3
2
3
,
5
8
3

△
 
2
2
,
0
5
3
,
4
7
4

1
,
8
1
4
,
0
4
6

0
△

 
2
0
,
2
3
9
,
4
2
8

7
2

一
般

正
味

財
産

期
首

残
高

6
9
3
,
0
1
4
,
4
2
4

1
,
8
0
9
,
3
7
4

6
9
4
,
8
2
3
,
7
9
8

6
1
6
,
2
8
3
,
3
1
3

4
9
6
,
9
7
9
,
2
7
6

1
,
8
0
8
,
0
8
6
,
3
8
7

7
3

6
7
1
,
2
8
4
,
5
3
3

1
,
4
8
5
,
7
9
1

6
7
2
,
7
7
0
,
3
2
4

6
1
8
,
0
9
7
,
3
5
9

4
9
6
,
9
7
9
,
2
7
6

1
,
7
8
7
,
8
4
6
,
9
5
9

7
4

7
5

Ⅱ
　

指
定

正
味

財
産

増
減

の
部

7
6

当
期

指
定

正
味

財
産

増
減

額
0

0
0

0
0

0
7
7

0
6
2
,
9
4
0
,
0
0
0

6
2
,
9
4
0
,
0
0
0

0
0

6
2
,
9
4
0
,
0
0
0

7
8

0
6
2
,
9
4
0
,
0
0
0

6
2
,
9
4
0
,
0
0
0

0
0

6
2
,
9
4
0
,
0
0
0

7
9

8
0

6
7
1
,
2
8
4
,
5
3
3

6
4
,
4
2
5
,
7
9
1

7
3
5
,
7
1
0
,
3
2
4

6
1
8
,
0
9
7
,
3
5
9

4
9
6
,
9
7
9
,
2
7
6

1
,
8
5
0
,
7
8
6
,
9
5
9

8
1

指
定

正
味

財
産

期
首

残
高

Ⅲ
　

正
味

財
産

期
末

残
高

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
4
 
＋

 
7
9

指
定

正
味

財
産

期
末

残
高

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
7
 
＋

 
7
8

他
会

計
振

替
額

税
引

前
当

期
一

般
正

味
財

産
増

減
額

 
 
5
9
＋

6
8
＋

6
9

当
期

一
般

正
味

財
産

増
減

額
 
 
 
 
 
 
 
 
7
0
 
－

 
7
1

一
般

正
味

財
産

期
末

残
高

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7
2
 
＋

 
7
3

経
常

費
用

計
 
 
 
 
 
 
 
1
6
 
＋

 
4
2

当
期

経
常

増
減

額
 
 
 
 
 
1
4
 
－

 
5
8

当
期

経
常

外
増

減
額

 
 
 
 
 
6
3
 
－

 
6
7

固
定

資
産

売
却

(
除

却
)
損

注
）
他

会
計

振
替
額
の

算
出

基
礎

①
収
１

か
ら
公
１

へ
の

振
替

収
１

の
当
期
経

常
増

減
額

24
,6
2
1
,
11
3
円

－
法

人
会
計
の
費

用
13
,
9
86
,
1
7
3円

×
×

5
0
％

＝
1
0
,1
2
2
,5
71
円

②
収
１

か
ら
法
人

会
計

へ
振

替
収
１

の
当
期
経

常
増

減
額

24
,6
2
1
,
11
3
円

－
公

１
へ
の
振
替

額
10
,
1
22
,
5
7
1円

＝
14
,4
9
8,
5
42
円

…
 残

額
か
ら
法
人
会

計
の
正
味

財
産
減

の
12
,
51
2
,
49
6
円
を

充
当

収
１
の
費
用

81
3,
6
43
,8
5
3円

公
１
･公

２
･
収
１
費
用

2
,6
0
0,
5
11
,
5
57
円
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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

   先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

   建物、構築物、車両運搬具及び什器備品 ･･････ 定額法(間接法)によっている。

   ソフトウェア ･･････････････････････････････ 定額法(直接法)によっている。

（３）引当金の計上基準

   退職給付引当金 ･･････ 期末退職給与の自己都合要支給額に相当する

                         金額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

  譲渡性預金

特定資産

  退職給付引当資産

  減価償却引当資産

  地域振興技術研修基金

  建設技術支援事業資金

  事務所整備積立資金

  経営安定積立資産

0

24,200,000

当期減少額

0

0

70,445,715

0

0

45,073,489

科 目
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

当期増減額 当期末残高前期末残高

（Ｄ）＝Ｂ－Ｃ

当期増加額

51,636,109

△56,399,60651,636,109 108,035,715

（Ｅ）＝Ａ＋Ｄ

0

△25,372,226

6,562,620

△13,390,000

0

72,940,00072,940,000

小 計 1,913,991,120

89,486,631

454,900,000

32,000,000

0

96,049,251

△56,399,606

合 計 1,986,931,120

475,000,000

127,000,000

1,930,531,514

108,035,715 1,857,591,514

72,940,000

512,332,263

小 計

537,704,489

72,940,000

197,900,000

475,000,000

△24,200,000

0

6,562,620

0

0

13,390,000

454,900,000

32,000,000

0

173,700,000

0

113,610,000

0

0

0

00
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

  譲渡性預金

特定資産

  退職給付引当資産

  減価償却引当資産

  地域振興技術研修基金

  建設技術支援事業資金

  事務所整備積立資金

  経営安定積立資産 475,000,000 － － 

512,332,2631,355,259,251

512,332,2631,345,259,251

10,000,000 － 

10,000,000 0

512,332,263 

－ 

－ 

113,610,000 

96,049,251 

454,900,000 

113,610,000 

475,000,000 

454,900,000 

32,000,000 

合 計 1,930,531,514 62,940,000

32,000,000 － 

小 計 1,857,591,514 0

－ 

－ － 

512,332,263 － － 

－ 

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

小 計 72,940,000

－ 

173,700,000 － 173,700,000 

96,049,251 

(うち負債に
対応する額)

72,940,000 62,940,000 

62,940,000

－ 道路施設台帳システム整備資金
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貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

「財務諸表に対する注記」２のとおり。

２．引当金の明細

（単位：円）

 退職給付引当金

注１  期末残高 －（期首残高 － 目的使用）… プラスの場合   ＝ 当期増加額 

  ２  期末残高 －（期首残高 － 目的使用）… マイナスの場合 ＝ 当期減少額（その他）

科 目

537,704,489 45,073,489 512,332,263 70,445,715 

当期減少額

目的使用 そ の 他
当期増加額期首残高 期末残高
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

小口現金 手許保管 運転資金として 45,466

普通預金 山形銀行県庁支店 運転資金として 239,642,164

荘内銀行県庁前支店 運転資金として 1,684,228

譲渡性預金 荘内銀行県庁前支店 運転資金として 13,390,000

未収金 山形県知事 他 受託事業収益 330,353,640

仙台管区気象台 他 電気料等収益 20,829

前払金 自動車リサイクル料金 90,260

アパート等貸主 ４月分職員住宅家賃 191,000

貯蔵品 共通仕様書 頒布図書 226,573

大型消耗品 維持管理施設用 1,477,155

金券類 収入印紙・郵便切手等 120,751

  流動資産合計 587,242,066

（固定資産）

基本財産 譲渡性預金 山形銀行県庁支店 公益目的保有財産であり、
運用益は公１で使用

10,000,000

山形銀行県庁支店 公益目的保有財産であり、
運用益は公２で使用

62,940,000

特定資産 退職給付引当資産 山形銀行県庁支店 退職給付引当金見合資産 512,332,263

減価償却引当資産 山形銀行県庁支店 減価償却累計額見合資産 96,049,251

地域振興技術研修基金 山形銀行県庁支店 公１の地域振興技術研修事業
として使用

173,700,000

建設技術支援事業資金 山形銀行県庁支店
きらやか銀行本店

公益目的保有財産であり、
運用益は公１で使用

454,900,000

事務所整備積立資金 山形銀行県庁支店 庄内事務所改修工事の積立資
産で資産取得資金として管理

32,000,000

山形銀行県庁支店
荘内銀行県庁前支店

道路施設管理システム機能拡
張等の積立資産で資産取得資
金として管理

113,610,000

経営安定積立資産 山形銀行県庁支店
荘内銀行県庁前支店

法人会計の積立資産であり
運用益を使用

475,000,000

その他固定資産 建物 545.5㎡
三川町大字横山袖東16-10

庄内事務所 131,235,435

構築物 舗装路面、緑化施設等 庄内事務所 8,789,415

車両運搬具 自動車７台 14,375,123

什器備品 サーバ関連機器等 51点 32,196,345

減価償却累計額 建物 △49,501,968 

構築物 △ 7,557,507 

車両運搬具 △13,239,433 

什器備品 △25,750,343 

土  地 1349.62㎡
三川町大字横山袖東16-10

庄内事務所 30,701,250

平成２９年３月３１日現在

財 産 目 録

貸借対照表科目
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

ソフトウェア コンピューターシステム 24,588,090

電話加入権 FAX用ISDN等 27回線 2,057,572

敷  金 アパート等 3件分 職員住宅 208,000

  固定資産合計 2,078,633,493

      資産合計 2,665,875,559

（流動負債）

未払金 公１会計費用の未払額 ３月分社会保険料等費用の
未払い分

360,230

公２会計費用の未払額 保守点検整備委託費等の
未払い分

111,158,564

収１会計費用の未払額 緑町会館賃借料等の未払い分 141,646,944

法人会計費用の未払額 ３月分社会保険料等費用の
未払い分

703,411

未払消費税 山形税務署 消費税及び地方消費税の
確定分

19,302,300

未払法人税等 山形県村山総合支庁他 法人住民税の確定分 172,000

預り金 山形県 公２の受託精算による返還額 23,278,691

委託業者 契約保証金 3,543,480

職員 ３月分住民税等納付額 2,590,717

  流動負債合計 302,756,337

（固定負債）

退職給付引当金 職員に対するもの 職員52名に対する退職手当
の支払いに備えたもの

512,332,263

  固定負債合計 512,332,263

      負債合計 815,088,600

      正味財産 1,850,786,959
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